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Ⅰ．緒言 

近年，「健康格差」の問題が注目されており，第 2 次「健康日本 21」1)においても，健康寿

命延伸のためのひとつの方策として，健康格差の縮小の実現を重視している． 

公営賃貸住宅（以下，公営住宅）は，入居時の収入制限 2）があることなどから，社会経済的

地位が低い住人が多いとされている．我が国における公営住宅在住高齢者を対象とした先行研

究 3-5)において，公営住宅在住高齢者は，他の住宅階層と比較し，身体的・心理的・社会的問

題を抱えていることが明らかとなっている．つまり，公営住宅在住高齢者は健康面で多岐にわ

たるリスクを抱えており，公営住宅在住高齢者の健康問題の把握，および予防・支援方法を開

発することが求められている． 

しかし，これまでの先行研究において，公営住宅在住高齢者が抱える健康問題の特徴は示さ

れているが，健康問題がどのような要因に影響されているのかは明らかにされていない．よっ

て，公営住宅在住高齢者に注目し，健康に関連する要因について検討する必要がある．本研究

では，健康に関連する要因の中でも，運動習慣に注目した．  

高齢者の健康問題に対する方策の一つとして，運動習慣の定着が挙げられている． 

運動習慣の定着には身体，心理，社会・環境的要因が相互に関連しあっているため 13-18），こ

れらの要因を包括的に調査し，公営住宅在住高齢者の運動習慣の有無に関連する要因を検討す

ることは，今後の効果的な健康指導に資すると考えられる．よって本研究では，公営住宅在住

高齢者の運動習慣の実態を把握し，運動習慣の有無に関連する要因を検討することを目的とし

た． 

Ⅱ．研究方法 

対象者は，神奈川県 S市内の公営住宅在住の 65歳以上高齢者全員（677 名）であった．調査

は自記式質問調査票を用いて行い，調査票の配布は，地域包括支援センター職員が直接各戸の

郵便受けに投函し，回収は郵送回収とした．調査期間は 2013 年 7 月 2 日～7月 23 日であった．  

 調査項目として，以下の１）～６）を設定した．  

１）現在および過去の運動習慣 7)，運動に対するイメージ 

２）基本属性：性別，年齢，同居形態，居住年数，介護保険認定状況 

３）身体的要因：Body Mass Index（BMI），手段的日常生活動作能力 8), 過去一年間の転倒歴，

身体活動量 9)，体の痛みの有無，痛みのある箇所 

４）心理的要因：主観的健康感，うつ傾向 10)，暮らし向き，コントロール所在 6) 

５）社会的・環境的要因：ソーシャルネットワーク 11)，社会活動 12)，地域のスポーツ組織へ

の所属，仕事の有無，居住階数 

６）生活習慣：飲酒，喫煙，過去 1年間の健診等の受診  

運動習慣の関連要因の検討では，本研究の運動習慣の定義 7)によって運動習慣者と非運動習

慣者に分類し，2群間の単変量解析による比較を実施後，統計的有意であった項目を独立変数，
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運動習慣の有無を従属変数とし，ステップワイズ法による 2項ロジスティック回帰分析を行っ

た．性差を考慮し，すべての解析を男女別に実施した．解析はすべて，統計パッケージ IBM SPSS 

Statistics 20(IBM)を用いて行った．なお，本研究は，桜美林大学研究倫理委員会の承認を得

て行った．（承認番号 12051） 

Ⅲ．結果 

調査回収数は 327 人（回収率は 48.3％）であった．このうち本研究の分析対象者は，要介護

1～5認定者を除いた 284 人（男性 112 人，女性 172 人）であった．本研究の定義によって分類

したところ，運動習慣者は 139 人（48.9％），非運動習慣者は 145 人（51.1％）であった．運

動習慣の実態として，実施している運動の種類はウォーキングが最も多く，運動習慣者の 3/4

が実施していた．また，運動に対するイメージについては，運動が大切であると考える人は約

97％であるのに対し，運動が好きと答えた人は約 64％であった．2項ロジスティック回帰分析

の結果，運動習慣ありと有意に正の関連を示していたものは，男女ともに，50 代での運動習慣

があること（男性 OR:4.3, 95%CI:1.53-11.93）（女性 OR:3.4, 95%CI:1.11-10.46）と，運動

が好きと感じること（男性 OR:4.0, 95%CI:1.49-10.73）（女性 OR:9.7, 95%CI:3.18-29.35）

であった．また，女性については，心理的健康感で健康であると感じること（OR:4.7, 

95%CI:1.12-19.76）も有意な正の関連を示しており，別居家族・親族と会う頻度が週一回以上

あること（OR:3.2, 95%CI:0.99-10.36）は有意傾向を示していた． 

 

Ⅳ．考察 

運動実施者が行っている運動の内容として，上位に挙げられた種目はいずれも特別な場所や

器具を必要としないものであった．また，運動が好きと感じることと，50代での運動習慣があ

ることが，運動習慣があることと関連している可能性が示唆された．公営住宅在住高齢者を対

象に，運動習慣者を増やす働きかけを行う際には，運動習慣者が実施している運動種目の傾向

を考慮に入れた上で，運動に対する好意的な感情を引き出す工夫を行うことや，中年期からの

介入も検討することが重要であると考えられた． 

本研究の結果が公営住宅在住高齢者の特徴を示しているかについては，回収率や調査デザイ

ンに課題があり，さらなる知見の蓄積が必要であると考えられる．調査応答者以外の回答に，

健康格差是正の鍵が隠されている可能性が十分にある．今後の課題として，調査応答者を増や

すために他の調査方法を検討することや，他の公営住宅在住高齢者サンプルを含めた知見を蓄

積する必要があると考えられた．  
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